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要　旨　

　20××年度看護学部保健師教育課程4年生の学生を対象に、実習前後における自己評価をもとに、

到達度評価及び到達割合の変化を明らかにした。到達度指標は、「保健師に求められる実践能力

と卒業時の到達目標と到達度」を引用した。結果から、演習と実習の教育評価を行い、到達度を

高める教育方法や実習の課題を検討することを目的とした。

　実習前、演習で行った地域診断、健康教育、家庭訪問に関連した項目は「学内演習で実施でき

るレベル」に到達していた。実習前後を比較して、到達度評価及び到達割合は有意に高くなって

いた（ｐ＜0.05）。実習後の到達割合が８割以上の項目は40.8％、５割未満は26.5％であった。到

達割合が低かった「潜在化している健康課題」のアセスメントや地域組織化活動の支援について

は、講義や演習で意識的に学習させ実習後の学びにより統合する必要がある。実習施設と共有・

連携し、検討していくことが求められる。
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Ⅰ．緒言

　保健師教育は時代のニーズや状況に対応でき

る能力を備えた人材の養成を考えなければなら

ない。保健師活動は、時代の変遷とともに母子

保健や感染症対策から生活習慣病予防や介護予

防、虐待予防、災害時の健康危機管理など複雑・

多様化、拡大している。

　看護教育の内容と方法に関する検討会第一次

報告（厚労省，2010）によると、2009年保健師

助産師看護師法の一部改正に伴い保健師教育の

あり方について見直しが求められるようになっ

た経緯がある。高度な実践能力を求められてい

るのに対し、卒業時に必要な到達レベルに達し

ていないことも多く、実際に求められている能

力と新卒保健師の能力の乖離が大きくなってい

るなどの課題があげられた。厚生労働省は、保

健師基礎教育修了時に獲得すべき能力として、

「保健師に求められる実践能力と卒業時の到達



目標と到達度」を提示している（厚生労働省医

政局看護課，2008）。その後、2011年に保健師

助産師看護師養成所指定規則（文部省・厚労省，

1951）の一部が改正され、公衆衛生看護学実習

は4単位から5単位になり、実践能力の強化に

向けて教育内容の充実が図られた。岸ら（2017）

は、保健師基礎教育において、臨地での教育は

保健師活動実践能力の基礎的能力を培うために

重要であると位置づけしている

　本学は 2015年度に看護学部を開設し、2017

年度から保健師教育課程の学生20名を選抜し、

「公衆衛生看護活動展開論Ⅰ・Ⅱ」と「公衆衛生

看護学実習（以下、実習）」が連動して学習する

授業や公衆衛生看護技術演習を構成している。

保健師活動に求められる基礎的能力を備えるこ

とができるよう「公衆衛生看護技術を習得でき

る実習」を目標に家庭訪問、健康診査、健康教

育など保健活動の体験項目を提示し、各実習施

設に協力依頼している。実習の場で住民を対象

に実際に支援することができるよう演習におい

て援助技術を向上させることが求められる。ま

た、公衆衛生看護技術項目については、実習施

設の活動領域や業務の特徴により、実習経験の

有無やその影響の差異を把握することが必要で

ある。保健師活動実践能力の基礎的能力のある

質の高い保健師教育をめざすためにも、実習に

おける到達度評価を行うことは重要である。実

習における到達度評価及び到達割合を把握する

先行研究は、保健師教育選択制導入前後の比較

（西田ら，2017）や実習前後を比較検討する（多

田ら，2017：高橋ら，2018）等さまざまな研究

デザインで報告されている。それぞれの研究結

果から、到達度と実習内容との関連や到達度を

高める教育実践の知見が得られている。本研究

においても、到達度評価及び到達割合を把握す

ることは、今後の保健師教育の基礎資料となり

意義があると考える。実習前後における「保健

師に求められる学生の実践能力と卒業時の到達

目標と到達度」の学生の自己評価の変化を把握

し、技術項目の到達度評価及び到達割合を明ら

かにする。これらの結果から、学内演習や実習

で何を学び、何が学ぶことができていないか教

育評価を行い、到達度を高める教育方法や実習

の課題を検討することを目的とする。

Ⅱ．保健師教育における演習と実習の概要

　保健師教育は、3年次前期に公衆衛生看護活

動展開論Ⅰ、4年次前期に公衆衛生看護活動展

開論Ⅱの演習科目において、公衆衛生看護技術

論に関する講義と実技演習を行っている。実習

は、4年次後期に、学校保健1単位、行政保健（保

健所・保健センター）3単位、産業保健1単位

を行っている。

　保健活動に必須の公衆衛生看護技術として、

家庭訪問、健康教育、地域診断を挙げている。

実習において、家庭訪問は、母子事例を含む2

事例、内1事例は継続訪問とすることを実習施

設には依頼している。指導保健師が実施する保

健指導の見学訪問後、学生が主体的に実践でき

ることを目指している。健康教育は、特定の集

団を対象に健康教育のテーマを決定し、計画立

案、指導案作成、実施までを展開することとし

ている。また、地域診断については、演習時間

に実習地域の保健統計の分析と統合によるアセ

スメントを行い、健康課題を抽出し、解決する

ための保健活動計画立案まで展開している。そ

の後、実習に臨み、地域診断の展開過程につい

て振り返り評価することにしている。

　しかし、展開論Ⅰ・Ⅱ各1単位の演習授業だ

けでは、十分な技術到達に至っていない現状が

あり、時間外演習を実施した。家庭訪問の援助

技術については、母子事例の課題に対し主体的

な家庭訪問ができることを目標に、ロールプレ

イで自主練習を重ねたうえで技術評価をした。

健康教育は、計画立案、指導案を基に、デモン

ストレーションを繰り返し行い、住民を対象に

実施できる状態を目指した。演習、実習を通し

て、公衆衛生看護に必要な知識・技術・態度を

身につけ、保健活動の実践力を高めることがで

きることを目標としている。
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Ⅲ．方法

１） 対象者

　20XX年度看護学部保健師教育課程4年生の学

生20名

２） 調査方法及び調査内容

　実習前後に、無記名による自記式質問紙調査

を実施した。実習期間は、20XX年9月から12月

であった。実習前調査は家庭訪問や地域診断な

どの演習終了後の20XX年8月、実習後の調査は

実習の成績終了後20XX年12月末に実施した。

　到達度評価の指標は、厚生労働省（2010）が

示した「保健師に求められる実践能力と卒業時

の到達目標と到達度」を引用した到達度自己評

価表を用いた。保健師教育の基準となる到達目

標は、個人・家族、地域 /集団を対象として実

践能力大項目５、小項目71で構成されている。

本研究の調査項目は個人・家族を対象とし、「地

域 /集団を対象とした政策化」や「保健師活動の

研究・開発を行う」項目を削除した。削除した

２項目について、佐伯（2008）は、地域マネジメ

ント能力であり、その習得は中堅以上を設定し

ており、実施にはある程度の経験年数を要する

と述べていることから、今回は研究協力者の負

担を軽減するために省くこととした。実践能力

の大項目１「地域の健康課題を明らかにし、解

決・改善策を計画・立案する」は小項目16項目、

大項目２「地域の人々と協働して、健康課題を

解決・改善し、健康増進能力を高める」は小項

目21項目、大項目３「地域の健康危機管理を行

う」は小項目12項目、計49小項目に関する調査

を行った。評価は「Ⅰ．少しの助言で自立して

実施できる」、「Ⅱ．指導のもとで実施できる」、

「Ⅲ．学内演習で実施できる」、「Ⅳ．知識とし

てわかる」の4段階で、各項目に関しての自己

評価を求めた。

３） 分析方法

　「到達度自己評価」49項目について、到達度

レベルⅠ：4点、Ⅱ：3点、Ⅲ：2点、Ⅳ：1点

とし、実習前と実習後それぞれ単純集計を行っ

た。実習前後の「到達度自己評価（以下、到達度

評価）」を比較するため、Willcoxon符号付順位

検定を実施した。また、実習前後で到達度評価

が到達目標に達している学生の割合（以下、到

達割合）を比較するため、McNemer検定を実施

した。統計分析はSPSS ver.24.0 for Windowsを

用い、有意水準5％で検定を行った。

４） 倫理的配慮

　対象者には、調査趣旨、プライバシーの保護、

参加拒否をしても成績評価には一切影響されな

いこと、回答は任意であることについて、文書

及び口頭で説明し協力依頼をした。本研究は縦

断的調査であり、初回調査時に学生が各自 ID

を記入し、2回目調査時にも同じ IDを使用した。

対象者 IDの覚え書きとして封筒を用意し、初

回記入した IDを封筒に密封し、調査担当者外

の第三者が保管し、2回目の調査時に対象者へ

渡し回答を求めた。対象者の調査用紙への回答

をもって研究の同意とした。なお、本研究は、

岐阜聖徳学園大学倫理審査委員会の承認を得て

行った（承認番号2018-12）。

　

Ⅳ．研究結果

１．質問紙の回収状況

　20XX年度対象学生数 20人、実習前調査の回

収数17件（回収率85.0%）、実習後回収数18件

（回収率90.0%）、有効回答数17件（有効回答率

85.0%）であった。

２．分析結果

１） 実習前の到達度評価と到達割合（表１）

　大項目別に到達度評価をみると、大項目１「地

域の健康課題を明らかにし、解決・改善策を計

画・立案する」（16項目）の到達度評価は2.1±

0.6（平均値±標準偏差）、大項目2「地域の人々

と協働して、健康課題を解決・改善し、健康増

進力を高める」（21項目）は2.0±0.6、大項目3「地

域の健康危機管理を行う」（12項目）は1.4±0.5

で、特に大項目３については、到達レベル「Ⅳ．

知識としてわかる」が多いことから、大項目１・

２に比べ低い結果となる。

　大項目１の項目の中で、求められている到達
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表１　公衆衛生看護学実習前の到達度評価と到達割合

実践能力 項　　目（個人 /家族）
到達度 
レベル

Ⅰ．少しの

助言で自立

してできる

Ⅱ．指導の

もとで実施

できる

Ⅲ．学内演

習で実施で

きる

Ⅳ．知識と

してわかる

到達度 
評価平均

1.地域の健康

課題を明らか

にし、解決・

改 善 策 を 計

画・立案する

1
身体的・精神的・社会文化的側面から客観的・主観的情報

を収集し、アセスメントする
Ⅰ 11.8 41.2 29.4 17.6 2.5

2 社会資源について情報収集し、アセスメントする Ⅰ 0 41.2 47.1 11.8 2.3

3
自然および生活環境 (気候・公害等）について情報を収集し、

アセスメントする
Ⅰ 0 29.4 41.2 29.4 2.0

4
対象者および対象者の属する集団を全体として捉え、アセ

スメントする
Ⅰ 11.8 17.6 52.9 17.6 2.2

5 健康問題を持つ当事者の視点を踏まえてアセスメントする Ⅰ 5.9 29.4 58.8 5.9 2.4

6 系統的・経時的に情報を収集し、継続してアセスメントする Ⅰ 0 11.8 58.8 29.4 1.8

7 収集した情報をアセスメントし、地域特性を見出す Ⅰ 0 35.3 47.1 17.6 2.2

8 顕在化している健康課題を明確化する Ⅰ 0 41.2 47.1 11.8 2.3

9
健康課題を持ちながらそれを認識していない・表出できな

い人々を見出す
Ⅰ 0 17.6 58.8 23.5 1.9

10
潜在化している健康課題を見出し、今後起こり得る健康課

題を予測する
Ⅰ 0 11.8 70.6 17.6 1.9

11
地域の人々の持つ力 (健康課題に気づき、解決・改善、健

康増進する能力）を見出す
Ⅰ 0 17.6 58.8 23.5 1.9

12 健康課題について優先順位を付ける Ⅰ 0 52.9 29.4 17.6 2.4

13 健康課題に対する解決・改善に向けた目的・目標を設定する Ⅰ 0 41.2 41.2 17.6 2.2

14 地域の人々に適した支援方法を選択する Ⅰ 0 23.5 47.1 29.4 1.9

15 目標達成の手段を明確にし、実施計画を立案する Ⅰ 0 41.2 35.3 23.5 2.2

16 評価の項目・方法・時期を設定する Ⅰ 0 23.5 52.9 23.5 2.0

2.地域の人々

と協働して、

健康課題を解

決・改善し、

健康増進能力

を高める

17 地域の人々の生命・健康、人間としての尊厳と権利を守る Ⅰ 23.5 41.2 29.4 5.9 2.8

18 地域の人々の生活と文化に配慮した活動を行う Ⅰ 5.9 47.1 47.1 0 2.6

19 プライバシーに配慮し、個人情報の収集・管理を適切に行う Ⅰ 52.9 23.5 23.5 0 3.3

20 地域の人々の持つ力を引き出せるよう支援する Ⅰ 0 23.5 64.7 11.8 2.1

21 地域の人々が意思決定できるよう支援する Ⅱ 0 17.6 58.8 23.5 1.9

22 訪問・相談による支援を行う Ⅰ 0 17.6 64.7 17.6 2.0

23 健康教育による支援を行う Ⅰ 0 17.6 76.5 5.9 2.1

24 地域組織・当事者グループ等を育成する支援を行う Ⅰ 0 5.9 64.7 29.4 1.8

25
活用できる社会資源、協働できる機関・人材について、情

報提供をする
Ⅱ 0 5.9 47.1 47.1 1.6

26 支援目的に応じて社会資源を活用する Ⅱ 0 23.5 29.4 47.1 1.8

27 当時者と関係職種・機関チームで組織する Ⅱ 0 5.9 41.2 52.9 1.5

28 個人／家族支援、組織的アプローチ等を組み合わせて活用する Ⅱ 0 17.6 58.8 23.5 1.9

29 法律や条令などを踏まえて活動する Ⅰ 0 23.5 52.9 23.5 2.0

30 目的に基づいて活動を記録する Ⅰ 0 23.5 47.1 29.4 1.9

31
協働するためのコミュニケーションをとりながら信頼関係

を築く
Ⅰ 5.9 41.2 41.2 11.8 2.4

32 必要な情報と活動目的を共有する Ⅰ 0 29.4 58.8 11.8 2.2

33 互いの役割を認め合い、ともに活動する Ⅱ 0 41.2 29.4 29.4 2.1

34 活動の評価を行う Ⅰ 0 35.3 23.5 41.2 1.9

35 評価結果を活動にフィードバックする Ⅰ 0 29.4 23.5 47.1 1.8

36 継続した活動が必要な対象を判断する Ⅰ 0 17.6 35.3 47.1 1.7

37 必要な対象に継続した活動を行う Ⅱ 0 11.8 29.4 58.8 1.5
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レベルⅠに対し、特に到達度評価が低い下位項

目の到達度評価は、「系統的に情報を収集し、

継続してアセスメントする」1.8± 0.6、「潜在

している健康課題を見出す」1.9± 0.6、「地域

の人々の持つ力を見出す」1.9±0.7であった。

また、大項目２の低い項目は、「継続した活動

が必要な対象を判断する」1.7±0.8、「地域組織・

グループを育成する」1.8±0.6であった。

　到達割合を見ると、到達レベル「Ⅰ．少しの

助言で自立してできる」に回答が見られた項目

は7項目あり、高い項目は「プライバシーに配

慮し、個人の情報収集・管理を適切に行う」

52.9％、「地域の人々の生命・健康、人間とし

ての尊厳と権利を守る」23.5％で、それ以外の

項目は5.9％～ 11.8％と低かった。実習前であ

ることから、レベルⅢ「学内演習で実施できる」

の到達割合をみると、大項目１の小項目では「健

康問題を持つ当事者の視点をふまえてアセスメ

ントする」は9割、「顕在化している健康課題を

明確化する」など8項目は8割で、到達割合8割

以上は9項目（56.3％）であった。到達割合5割

未満の項目はなかった。大項目2では、8割以

上の到達割合は8項目（38.1％）、5割未満は2項

目（9.5％）「当事者と関係職種・チームで組織

する」、「必要な対象に継続した活動を行う」で

あった。

２） 実習前後の到達度評価の比較（表2）

　実習前後の到達度評価の変化は表２に示すと

おりである。　到達度評価は、大項目１から大

項目 3のすべての下位 49項目において、実習

前より実習後で高くなり、有意差が見られた

（p<0.02 ～ 0.001）。

　大項目１「地域の健康課題を明らかにし、解

決・改善策を計画・立案する」全項目の到達度

評価は、実習前2.1±0.6から実習後3.5±0.3と

変化し、各 16項目すべてにおいて有意に高く

変化した（p<0.001）。16項目の中で、実習前後

の到達度評価で大きな変化が見られたのは、「系

統的・経時的に情報を収集し、継続してアセス

メントする」で実習前1.8±0.6、実習後3.4±0.5、

「地域の人々に適した支援方法を選択する」は実

習前1.9±0.8、実習後3.6±0.5であった。大項

目2「地域の人々と協働して、健康課題を解決・

改善し、健康増進能力を高める」全項目の到達

度評価は、実習前2.0±0.6から実習後3.5±0.3

と高くなり、各21項目においても高く変化し、

すべて有意差が見られた（p<0.02 ～ 0.001）。21

項目の中で最も高かったのは、「プライバシー

に配慮し、個人の情報収集・管理を適切に行

う」であり、実習前3.3±0.8から実習後3.9±0.2

であった。その他、地域の人々・関係者・機関

と協働する多職種連携に関する「信頼関係を築
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3.地域の健康

危機管理を行

う

38
健康危機 (感染症・虐待・DV・自殺・災害等）への予防策を

講じる
Ⅱ 0 0 47.1 52.9 1.5

39 生活環境の整備・改善について提案する Ⅲ 0 0 58.8 41.2 1.6

40 広域的な健康危機 (災害・感染症等 )管理体制を整える Ⅲ 0 5.9 35.3 58.8 1.5

41 健康危機についての予防普及活動を行う Ⅱ 0 0 52.9 47.1 1.5

42 健康危機(感染症・虐待・DV・自殺・災害等）に迅速に対応する Ⅲ 0 5.9 29.4 64.7 1.4

43 健康危機情報を迅速に把握する体制を整える Ⅳ 0 0 35.3 34.7 1.4

44 関係者・機関との連絡調整を行い、役割を明確化する Ⅲ 0 11.8 29.4 58.8 1.5

45 医療情報システムを効果的に活用する Ⅳ 0 5.9 35.3 58.8 1.5

46 健康危機の原因究明を行い、解決・改善策を講じる Ⅳ 0 5.9 41.2 52.9 1.5

47 健康被害の拡大を防止する Ⅳ 0 0 41.2 58.8 1.4

48 健康回復に向けた支援(PTSD)対応・生活環境の復興等）を行う Ⅳ 0 5.9 29.4 64.7 1.4

49 健康危機への対応と管理体制を評価し、再構築する Ⅳ 0 5.9 41.2 52.9 1.5

・ 到達度レベルは、「Ⅰ．少しの助言で自立して実施できる」、「Ⅱ．指導のもとで実施できる」、「Ⅲ．学内演習で実施できる」、「Ⅳ．

知識としてわかる」の４段階で設定している。
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表２　公衆衛生看護学実習前後の到達度評価の変化

実践能力 項　　目　（個人 /家族）
到達度 
レベル

実習前 
平均値±標準偏差

実習後 
平均値±標準偏差

ｐ

1.地域の健康

課題を明らか

にし、解決・

改 善 策 を 計

画・立案する

1
身体的・精神的・社会文化的側面から客観的・主観的情報を収集し、ア

セスメントする
Ⅰ 2.4±0.9 3.5±0.5 0.003

2 社会資源について情報収集し、アセスメントする Ⅰ 2.3±0.7 3.5±0.5 0.001

3
自然および生活環境 (気候・公害等）について情報を収集し、アセスメン

トする
Ⅰ 2.0±0.8 3.4±0.5 0.001

4 対象者および対象者の属する集団を全体として捉え、アセスメントする Ⅰ 2.2±0.9 3.7±0.5 0.001

5 健康問題を持つ当事者の視点を踏まえてアセスメントする Ⅰ 2.4±0.7 3.7±0.5 0.001

6 系統的・経時的に情報を収集し、継続してアセスメントする Ⅰ 1.8±0.6 3.4±0.5 0.001

7 収集した情報をアセスメントし、地域特性を見出す Ⅰ 2.2±0.7 3.4±0.5 0.002

8 顕在化している健康課題を明確化する Ⅰ 2.3±0.7 3.6±0.5 0.001

9 健康課題を持ちながらそれを認識していない・表出できない人々を見出す Ⅰ 1.9±0.6 3.4±0.6 0.001

10 潜在化している健康課題を見出し、今後起こり得る健康課題を予測する Ⅰ 1.9±0.6 3.4±0.6 0.001

11
地域の人々の持つ力 (健康課題に気づき、解決・改善、健康増進する能力）

を見出す
Ⅰ 1.9±0.7 3.5±0.5 0.001

12 健康課題について優先順位を付ける Ⅰ 2.4±0.8 3.7±0.5 0.001

13 健康課題に対する解決・改善に向けた目的・目標を設定する Ⅰ 2.2±0.8 3.7±0.5 0.001

14 地域の人々に適した支援方法を選択する Ⅰ 1.9±0.7 3.6±0.5 0.001

15 目標達成の手段を明確にし、実施計画を立案する Ⅰ 2.2±0.8 3.7±0.5 0.001

16 評価の項目・方法・時期を設定する Ⅰ 2.0±0.7 3.5±0.6 0.001

2.地域の人々

と協働して、

健康課題を解

決・改善し、

健康増進能力

を高める

17 地域の人々の生命・健康、人間としての尊厳と権利を守る Ⅰ 2.8±0.9 3.8±0.4 0.003

18 地域の人々の生活と文化に配慮した活動を行う Ⅰ 2.6±0.6 3.8±04 0.002

19 プライバシーに配慮し、個人情報の収集・管理を適切に行う Ⅰ 3.3±0.8 3.9±0.2 0.018

20 地域の人々の持つ力を引き出せるよう支援する Ⅰ 2.1±0.6 3.4±0.5 0.001

21 地域の人々が意思決定できるよう支援する Ⅱ 1.9±0.7 3.4±0.5 0.001

22 訪問・相談による支援を行う Ⅰ 2.0±0.6 3.4±0.5 0.001

23 健康教育による支援を行う Ⅰ 2.1±0.5 3.5±0.5 0.001

24 地域組織・当事者グループ等を育成する支援を行う Ⅰ 1.8±0.6 3.1±0.6 0.001

25 活用できる社会資源、協働できる機関・人材について、情報提供をする Ⅱ 1.6±0.6 3.2±0.7 0.001

26 支援目的に応じて社会資源を活用する Ⅱ 1.8±0.8 3.2±0.5 0.001

27 当事者と関係職種・機関チームで組織する Ⅱ 1.5±0.6 3.1±0.6 0.001

28 個人／家族支援、組織的アプローチ等を組み合わせて活用する Ⅱ 1.9±0.7 3.2±0.6 0.001

29 法律や条令などを踏まえて活動する Ⅰ 2.0±0.7 3.4±0.7 0.001

30 目的に基づいて活動を記録する Ⅰ 1.9±0.7 3.5±0.6 0.001

31 協働するためのコミュニケーションをとりながら信頼関係を築く Ⅰ 2.4±0.8 3.7±0.5 0.001

32 必要な情報と活動目的を共有する Ⅰ 2.2±0.6 3.5±0.5 0.001

33 互いの役割を認め合い、ともに活動する Ⅱ 2.1±0.9 3.7±0.5 0.001

34 活動の評価を行う Ⅰ 1.9±0.9 3.4±0.5 0.001

35 評価結果を活動にフィードバックする Ⅰ 1.8±0.9 3.5±0.5 0.001

36 継続した活動が必要な対象を判断する Ⅰ 1.7±0.8 3.3±0.6 0.001

37 必要な対象に継続した活動を行う Ⅱ 1.5±0.7 3.4±0.6 0.001

3.地域の健康

危機管理を行

う

38 健康危機 (感染症・虐待・DV・自殺・災害等）への予防策を講じる Ⅱ 1.5±0.5 3.2±0.7 0.001

39 生活環境の整備・改善について提案する Ⅲ 1.6±0.5 3.4±0.6 0.001

40 広域的な健康危機 (災害・感染症等 )管理体制を整える Ⅲ 1.5±0.6 3.1±0.6 0.001

41 健康危機についての予防普及活動を行う Ⅱ 1.5±0.5 3.3±0.7 0.001

42 健康危機 (感染症・虐待・DV・自殺・災害等）に迅速に対応する Ⅲ 1.4±0.6 3.0±0.7 0.001

43 健康危機情報を迅速に把握する体制を整える Ⅳ 1.4±0.5 3.0±0.6 0.001

44 関係者・機関との連絡調整を行い、役割を明確化する Ⅲ 1.5±0.7 3.1±0.7 0.001

45 医療情報システムを効果的に活用する Ⅳ 1.5±0.6 3.0±0.7 0.001

46 健康危機の原因究明を行い、解決・改善策を講じる Ⅳ 1.5±0.6 2.9±0.7 0.001

47 健康被害の拡大を防止する Ⅳ 1.4±0.5 3.1±0.7 0.001

48 健康回復に向けた支援 (PTSD)対応・生活環境の復興等）を行う Ⅳ 1.4±0.6 3.0±0.7 0.001

49 健康危機への対応と管理体制を評価し、再構築する Ⅳ 1.5±0.6 3.0±0.6 0.001

・分析はWillcoxon符号付順位検定による。有意水準５％未満。
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く」、「必要な情報と活動目的を共有する」、「互

いの役割を認め合い活動する」の３項目の到達

度評価は、それぞれ、3.7±0.5、3.5±0.5、3.7

±0.5と高値であった。

　大項目３「地域の健康危機管理を行う」到達度

評価は 1.4± 0.5から 3.1± 0.5と、下位項目 12

項目において高く変化し、すべて有意差が見ら

れた（p<0.001）。12項目の中で、実習前後で大

きな差が見られたのは「生活環境の整備・改善

について提案する」、「健康危機についての予防

普及活動を行う」であった。

３） 学生の実習前後の到達割合の比較

　学生の実習前後の到達割合は、表 3 に示

すとおりである。実習前と実習後で比較し、

McNemer検定を実施した結果、大項目１は

16項目すべて有意に変化していた（p<0.001 ～

0.039）。大項目2では項目24「地域組織・当事

者グループ等を育成する支援を行う」のみ有意

な変化は認められなかった。

　到達割合が8割以上の項目は、20項目（40.8％）

であった。項目別にみると、大項目１は0、大

項目2は21項目中8、大項目3は12項目であった。

到達割合が高かったのは、「プライバシーに配

慮し、個人情報の適切な管理」9割、「人々の生命・

健康・人間としての尊厳と権利を守る」、「生活

と文化に配慮した活動」は7割であった。また、

レベルⅡ「指導の下で実施できる」に設定されて

いる項目「支援目的に応じて社会資源を活用す

る」、「活用できる社会資源、協働できる機関・

人材について共有する」、「当事者と関係職種・

チームで組織する」は8 ～ 9割と到達割合が大

きく上昇していた。一方、5割未満の項目は、
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表３　公衆衛生看護学実習前後の到達割合（再掲）実習後到達割合

実践能力 項　　目（個人 /家族）
到達度 
レベル

 
実習前

 
実習後

ｐ

（再掲）実習後

Ⅰ．少しの

助言で自立

してできる

Ⅱ．指導の

もとで実施

できる

Ⅲ．学内演

習で実施で

きる

Ⅳ．知識と

してわかる

1.地域の健康

課題を明らか

にし、解決・

改 善 策 を 計

画・立案する

1
身体的・精神的・社会文化的側面から客観的・

主観的情報を収集し、アセスメントする
Ⅰ 11.8 52.9 0.039 52.9 47.1

2 社会資源について情報収集し、アセスメントする Ⅰ 0 47.1 0.008 47.1 52.9

3
自然および生活環境 (気候・公害等）について

情報を収集し、アセスメントする
Ⅰ 0 41.2 0.016 41.2 58.8

4
対象者および対象者の属する集団を全体とし

て捉え、アセスメントする
Ⅰ 11.8 64.7 0.012 64.7 35.3

5
健康問題を持つ当事者の視点を踏まえてアセ

スメントする
Ⅰ 5.9 64.7 0.002 64.7 35.3

6
系統的・経時的に情報を収集し、継続してア

セスメントする
Ⅰ 0 41.2 0.016 41.2 58.8

7
収集した情報をアセスメントし、地域特性を

見出す
Ⅰ 0 41.2 0.016 41.2 58.8

8 顕在化している健康課題を明確化する Ⅰ 0 58.8 0.002 58.8 41.2

9
健康課題を持ちながらそれを認識していない・

表出できない人々を見出す
Ⅰ 0 35.3 0.031 35.3 64.7

10
潜在化している健康課題を見出し、今後起こ

り得る健康課題を予測する
Ⅰ 0 47.1 0.008 47.1 47.1 5.9

11
地域の人々の持つ力 (健康課題に気づき、解決・

改善、健康増進する能力）を見出す
Ⅰ 0 47.1 0.008 47.1 35.3

12 健康課題について優先順位を付ける Ⅰ 0 64.7 0.001 64.7 35.3

13
健康課題に対する解決・改善に向けた目的・

目標を設定する
Ⅰ 0 64.7 0.001 64.7 35.3

14 地域の人々に適した支援方法を選択する Ⅰ 0 58.8 0.002 58.8 41.2

15 目標達成の手段を明確にし、実施計画を立案する Ⅰ 0 70.6 0.001 70.6 29.4

16 評価の項目・方法・時期を設定する Ⅰ 0 52.9 0.004 52.9 41.2 5.9
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2.地域の人々

と協働して、

健康課題を解

決・改善し、

健康増進能力

を高める

17
地域の人々の生命・健康、人間としての尊厳

と権利を守る
Ⅰ 23.5 76.5 0.012 76.5 23.5

18 地域の人々の生活と文化に配慮した活動を行う Ⅰ 5.9 76.5 0.002 76.5 23.5

19
プライバシーに配慮し、個人情報の収集・管

理を適切に行う
Ⅰ 52.9 94.1 0.039 94.1 5.9

20 地域の人々の持つ力を引き出せるよう支援する Ⅰ 0 41.2 0.016 41.2 58.8

21 地域の人々が意思決定できるよう支援する Ⅱ 17.6 100 0.001 41.2 58.8

22 訪問・相談による支援を行う Ⅰ 0 41.2 0.016 41.2 58.8

23 健康教育による支援を行う Ⅰ 0 52.9 0.004 52.9 47.1

24
地域組織・当事者グループ等を育成する支援

を行う
Ⅰ 0 23.5 0.125 23.5 64.7 11.8

25
活用できる社会資源、協働できる機関・人材

について、情報提供をする
Ⅱ 5.9 88.2 0.001 35.3 52.9 11.8

26 支援目的に応じて社会資源を活用する Ⅱ 23.5 94.1 0.001 29.4 64.7 5.9

27 当時者と関係職種・機関チームで組織する Ⅱ 5.9 88.2 0.001 23.5 64.7 11.8

28
個人／家族支援、組織的アプローチ等を組み

合わせて活用する
Ⅱ 17.6 88.2 0.002 29.4 58.8 11.8

29 法律や条令などを踏まえて活動する Ⅰ 0 52.9 0.004 52.9 35.3 11.8

30 目的に基づいて活動を記録する Ⅰ 0 52.9 0.004 52.9 41.2 5.9

31
協働するためのコミュニケーションをとりな

がら信頼関係を築く
Ⅰ 5.9 70.6 0.001 70.6 29.4

32 必要な情報と活動目的を共有する Ⅰ 0 52.9 0.004 52.9 47.1

33 互いの役割を認め合い、ともに活動する Ⅱ 41.2 100 0.002 70.6 29.4

34 活動の評価を行う Ⅰ 0 41.2 0.016 41.2 58.8

35 評価結果を活動にフィードバックする Ⅰ 0 47.1 0.008 47.1 52.9

36 継続した活動が必要な対象を判断する Ⅰ 0 35.3 0.031 35.3 58.8 5.9

37 必要な対象に継続した活動を行う Ⅱ 11.8 94.1 0.001 41.2 52.9 5.9

3.地域の健康

危機管理を行

う

38
健康危機 (感染症・虐待・DV・自殺・災害等）

への予防策を講じる
Ⅱ 0 82.4 0.001 35.3 47.1 17.6

39 生活環境の整備・改善について提案する Ⅲ 58.8 100 0.016 47.1 47.1 5.9

40
広域的な健康危機 (災害・感染症等 )管理体制

を整える
Ⅲ 41.2 100 0.002 17.6 70.6 11.8

41 健康危機についての予防普及活動を行う Ⅱ 0 88.2 0.001 41.2 47.1 11.8

42
健康危機 (感染症・虐待・DV・自殺・災害等）

に迅速に対応する
Ⅲ 35.3 100 0.001 23.5 52.9 23.5

43 健康危機情報を迅速に把握する体制を整える Ⅳ 100 100 ー 17.6 64.7 17.6

44
関係者・機関との連絡調整を行い、役割を明

確化する
Ⅲ 41.2 100 0.002 29.4 52.9 17.6

45 医療情報システムを効果的に活用する Ⅳ 100 100 ー 23.5 52.9 23.5

46
健康危機の原因究明を行い、解決・改善策を

講じる
Ⅳ 100 100 ー 17.6 58.8 23.5

47 健康被害の拡大を防止する Ⅳ 100 100 ー 29.4 52.9 17.6

48
健康回復に向けた支援 (PTSD)対応・生活環境

の復興等）を行う
Ⅳ 100 100 ー 23.5 52.9 23.5

49
健康危機への対応と管理体制を評価し、再構

築する
Ⅳ 100 100 ー 17.6 64.7 17.6

・分析はMcNemer検定による。有意水準５％未満。
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大項目１では16項目中7項目（43.8％）、大項目

2では21項目中6項目（28.6％）あった。特に「健

康課題を持ちながらもそれを認識していない・

表出できない人々を見出す」、「潜在化している

健康課題を見出し、今後起こり得る健康課題を

予測する」、「地域組織・当事者グループを育成

する支援を行う」、「継続した活動が必要案対象

を判断する」が低い到達割合であった。

Ⅴ．考察

１．公衆衛生看護学実習前の到達度

　看護教育科目では、「講義→演習→実習」と

いう流れで科目形態が構成されていることが多

い。実習は、学内で学んだ知識・技術を統合し

て実践し、その実践に対する自己あるいは他者

の評価をもって、専門職者としての能力を獲得

していく学習形態である（稲毛，2014）。この点

から、学内の技術演習は、実習の場面において、

効果的に知識が統合できるよう、技術演習でレ

ディネスを整える必要がある（若杉ら，2016）。

従って、学内演習終了時点では、到達度レベル

「Ⅲ．学内演習で実施できる」に到達することが

望ましいと考える。「学内演習で実施できる」レ

ベルⅢが8割以上の17項目をみると、地域診断、

家庭訪問、健康教育の項目であり、時間外に演

習を実施してきた成果である。技術習得度自己

評価到達レベルⅢ「学内演習で実施できる」は2

点としているので、到達度評価2未満の項目に

ついて主に検討する。

　地域の健康課題を明らかにするためのアセス

メントのうち、「身体的・精神的・社会文化的・

客観的・主観的に顕在化している基本的な情報

収集」はできているが、「系統的・経時的に情報

収集し、継続してアセスメントする」ことや「潜

在的な健康課題や表出できていない対象者の健

康課題をアセスメントする」項目において到達

度評価が低い結果であった。「個人 /家族の顕在

的・潜在的な健康課題を見出す、健康課題に対

する支援を計画・立案する」項目において、技

術演習の実施方法により改善割合が高く変化し

たとの報告がある（若杉ら，2016）。実際に体験

するような模擬事例を選定し、家庭訪問場面の

環境を見立てた空間での技術演習を経験する中

で学生自身が自己の課題を発見し、家庭訪問の

場面で得た情報や優先順位の判断した背景理由

をクリティカルに分析することが重要であると

述べている。学内演習を繰り返すことは技術習

得の到達度を上げることになることは確認でき

たが、さらに、実習に対するレディネスを高め

ることに繋がるよう、潜在的な健康課題を確認

できる事例検討や経時的な情報収集のアセスメ

ントなどの実践方法を検討する必要がある。

　大項目 2の活動展開について、「社会資源の

活用」、「関係職種・機関とのチーム化」、「活動

の評価・フィードバック」といった活動の評価・

フォローアップの項目や大項目３「健康危機管

理」の到達度が低かった。これらの保健活動の

講義内容は、抽象的であり理解することは困難

であると思われる。学生の自己評価は主観的評

価ではあるが、学生にとって学びやすい技術と

そうでない技術を把握することができる（石井

ら，2013）としていることから、活動の展開・

評価については、可視化しにくいことから学び

にくい内容であることが明らかになった。地域

診断する演習の中で、地域の社会資源・関係機

関を把握することや健康教育の演習において、

課題解決のための保健活動の目的・実施・評価

など一連のPDCAや展開過程を捉えることがで

きるよう学生の理解度を深める必要がある。　

２．実習による到達度評価と到達割合

　本研究において、実習後の到達度評価につい

てはすべて伸展し、到達割合も上昇が見られ、

実習による経験の学びが活かされたことがわか

る。看護師等養成所の運営に関する指導ガイド

ライン、指導要領別表１の留意点には、地域の

社会資源を活用し生活を支援する実習、家庭

訪問を通して地域の健康課題を理解する実習、

個人と地域全体を連動させながら地域全体に

PDCAを展開する過程を学ぶ実習とあり、公衆

衛生看護学実習でしか学ぶことができない実践
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能力とされている（佐久間，2016）。

　到達度評価は平均値±標準偏差であることか

ら、到達度レベルの代表的な数値かつばらつき

を示すものである。一方、到達割合について、

麻原ら（2010）は、「到達度は保健師教育機関の

80％以上の学生ができていると思われる程度」

として8割を提示している。到達割合は、教育

機関として、本学の学生がどのくらい到達して

いるか、到達していない学生の割合を客観的に

見ることができることから併せて見ることにし

た。到達割合が高かった項目「地域の人々が意

思決定できるよう支援する」、「プライバシーに

配慮し、個人情報の適切な管理」、「人々の生

命・健康・人間としての尊厳と権利を守る」に

ついて、講義や臨床実習で習得した技術である

ことに加え、住民に対する保健師の指導などか

ら得た学びであると捉える。また、到達割合が

大きく上昇した項目に「社会資源を活用する」、

「当事者と関係職種・チームで組織する、情報

提供する」がある。これらの項目については、

先行研究では到達度が低い報告がある（鈴木，

2015：仲下，2018）が、本研究において到達度

が高く出た結果として、学生の記録から、保健

事業を見学するだけでなく、多職種から直接話

を聞くなど“見る・聞く”など多くの体験をした

ことによる成果であると捉える。

　学内演習で多くの時間を費やした健康教育に

ついては、すべての学生が住民を対象に健康教

育を実施することができた。テーマは施設から

提供されてはいるが、計画立案・実施・評価ま

で一連して経験したことにより、「Ⅰ．少しの

援助で実施できる」5割、「Ⅱ．指導の下で実

施できる」４割の到達割合であった。また、家

庭訪問について、実習施設からは「現在の実習

期間で単独訪問はできない、個人情報の問題の

ため受け入れが現状として難しい」等の理由か

ら、学生が主体的または単独で家庭訪問を実施

することはできなかった。このような背景から、

「Ⅰ．少しの援助で実施できる」4割、「Ⅱ．指

導のもとで実施できる」６割にとどまっている。

しかし、到達度評価が上昇した要因は、乳幼児・

成人・高齢者など 2事例の同行訪問を経験し、

アセスメント、計画立案、訪問後の実施記録、

評価の過程を踏まえたことによると捉える。今

後も学内演習において、家庭訪問の一連の展開

過程のロールプレイを積み重ね、実習に臨むこ

とができるまでの技術習得を図ることが必要で

ある。

　大項目１の16項目の内5割未満は7項目あり、

「健康課題を持ちながらも表出していない人を

見出す」、「地域の人々の生活と健康を系統的・

経時的に捉えるアセスメントや潜在化している

健康課題を明確化する」が低い結果であった。

仲下（2018）は、学生の自己評価に関する文献レ

ビューを概観し、地域の人々の生活と健康を多

角的に捉えるアセスメントは、患者のアセスメ

ントとは違う情報の種類や範囲が異なり、臨床

実習の看護知識では不十分で、学生が修得する

には時間を要すると述べている。アセスメント

能力は、保健活動だけでなく看護の基本である

ことから家庭訪問や地域診断を行う際に、表出

されない・潜在化している健康課題に対して、

学生の不足している視点を教員・実習指導者と

ともに指導・助言をする必要がある。

　大項目 2「地域の人々と協働して、健康課

題を解決・改善し、健康増進能力を高める」に

挙げられている「地域組織・当事者グループ等

を育成する支援を行う」、「評価結果を活動に

フィードバックする」項目は、保健師固有の地

域組織化活動であるにもかかわらず低い到達度

であった。地域組織化活動は学生全員が経験す

ることができず一部の学生に限られたことや、

当事者グループを支援する保健事業について、

見学で終わってしまい育成過程や支援方法まで

学びを深めていないことが明らかとなった。現

場の保健師から保健事業に至る展開過程や評価

方法など具体的に事業紹介をしていただくこと

で理解を深めることができるのではないかと考

える。

　森岡（2010）は、保健師活動の理念や価値観は
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抽象的であり、机上学習だけでは理解が困難で

ある。学生は実習における体験を通して感性を

磨き、その体験をもとに、学内での理論学習と

現場での実践が統合されることにより実践能力

が培われる、と述べている。そのための一つの

教育方法として、学生に理解しにくい保健活動

の専門性に対して、具体的に説明していくこと

が必要である。野村は（2018）、実習について単

なる体験にとどまらず、反省的考察を繰り返す

ことによって、経験として意味づけながら学習

を深化させるのが実習授業の最大の特徴である

と述べている。この点から、カンファレンスに

おける学生の主体的な反省的考察を意識的に積

み上げていくことが重要であると捉える。

　カンファレンス時に、学生が臨地実習での経

験を振り返り、気づき・反省、学びを得て、実

践知を育てる機会とすることで、保健師活動の

専門性を能動的に学ぶことができると考え、実

習中の体験内容や考えを問いかけるなど理解状

況に着目し助言していく支援方法により、理

論学習と実践を統合することを目指していきた

い。

　保健師に求められる実践能力を高めていくた

めには、学ぶべき知識、不足していると思われ

る技術項目や到達に関するフィードバックを実

習施設に行うことが必要である。教員・実習指

導者間で共有・連携することにより、講義・演

習と実習内容を効果的に連動させることができ

ると考える。

３．今後の教育課題

　今回の研究結果から、実習前後の到達度の伸

展はみられたものの、「Ⅰ．少しの援助で実施

できる」到達割合は低く、示された到達度に達

するには不十分なレベルであった。特に、保健

活動の基本となる対象や地域をアセスメントす

る能力を強化しなければならない。家庭訪問の

演習において、ロールプレイを進める際に、顕

在している健康課題だけでなく、潜在的な健康

課題を見出すことができる演習内容を検討する

必要がある。卒業時の到達度で「訪問・相談に

よる支援」は「一人でできる」レベルが求められ

ていることから、実践能力を高める演習内容を

検討することが求められる。

　先行研究（鈴木ら，2016）において、実習にお

ける体験項目や保健師活動の基本となる個人へ

の支援技術の体験も不足し、より多くの対象者

への高度な技術に到達するには時間的に限界が

あると述べている。本学の実習においても、保

健師活動の特徴的な地区組織化活動を見学でき

た学生の割合は 55％であり見学が主であるこ

と、健康相談は個人情報の観点から見学でさえ

経験が少ないこと等から到達が難しいことが判

明した。実習における現状の厳しさがあるので、

学内演習、学習方法についての課題から検討す

る。前述の限られた保健事業の見学・体験につ

いて、実習後、学内にて共有するための学習の

場を設ける。また、地区組織活動の見学後は、

展開過程から評価までの事後学習により理解を

深めることが重要である。具体的には、集団や

地域を支援の対象ととして捉えることができる

よう実際の保健事業の活動を通して、目的・計

画・実施・評価といったPDCAサイクルを明確

に位置付ける必要がある。また、健康危機管理

や保健活動の評価など到達割合の低い部分を講

義や演習で意識的に学習させる必要がある。本

学の保健師教育の講義と演習において強化する

点と実習後の学びにより統合する視点が明らか

になった。

　今後、学生の到達度を継続的に評価・検討し

ていくことにより、実践能力を育成できるよう

な保健師教育の改善・充実を進めていきたい。

Ⅵ．研究の限界

　本研究は、保健師教育課程20名中17名と少

人数の調査であったが、保健師教育課程の実習

が初年度であり、本調査により演習・実習にお

ける到達度を多角的・客観的に把握することが

できた。

　厚労省からの「保健師に求められる実践能力

と卒業時の到達目標と到達度」は71項目である
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が、本研究は研究協力者の負担軽減のため項目

を一部削除した。削除した項目については、地

域マネジメント能力であり、その習得・実施に

はある程度の経験年数を要するとされている

が、その項目も保健師として有すべき能力であ

ることから、知識として理解することが求めら

れている。そこで、次年度からは、すべての項

目で調査を積み重ね、結果の信頼性を高めるこ

とにより、今後の保健師教育に反映していくこ

ととする。また、厚生労働省が提示した項目と

評価方法を踏襲した研究は限定的である（仲下，

2018）ことからも、信頼性・妥当性の検証も課

題である。

Ⅶ．結論

　実習前、学内演習で行った地域診断、健康教

育、家庭訪問に関連した項目は「学内演習で実

施できるレベル」に到達していた。実習前後で

自己評価を比較した結果、到達度評価及び到達

割合が大きく伸びていることがわかった。実習

先での見学及び体験を通じて、学内演習だけで

は理解できない保健師活動を深く学ぶことがで

きたものと思われる。

　しかし、実習後の到達割合が５割未満の項目

が26.5%あり、「健康課題を表出できない人々

や潜在している健康課題を見出す」などアセス

メントに関する項目、「地域組織・当事者グルー

プを育成する支援を行う」が低い到達割合で

あった。保健師教育の講義と演習において意識

的に学習させ、実習後の学びにより統合する必

要がある。研究結果について、実習施設と共有・

連携し、検討していくことが求められる。
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